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５.「企業集団における内部統制システム」に関
する規定（会社法施行規則100条１項５号）
の位置付けと役割

（１）「企業集団における内部統制システム」に関する規定
の法的性質

会社法施行規則100条１項５号（以下，「同規則５号」と
いう）によって，親会社取締役に対して，「企業集団にお
ける内部統制システム」構築・運用義務が明文化された。
ところが前述の通り，内部統制システムを規定した会社

法および同施行規則の各条文においては，会社が具備すべ
き内部統制システムの具体的内容やレベルを確定するため
の事項に関しては，一切言及されていない。したがって，
これら諸条項の規定が，取締役の法的責任としての内部統
制システム構築・運用義務と直接的な関連を有していると
は理解することはできず，内部統制システム構築・運用義
務の存否およびその内容は，取締役の一般的な注意義務の
内容として決定されることになると考えられている （47）。
このように考えると，これら内部統制システムに関する

諸条項のひとつである「当該株式会社並びにその親会社及
び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制」と明文化された同規則５号の規定も，親会社
取締役の法的責任としての内部統制システム構築・運用義
務と直接的な関連を有しているとは理解できないというこ
とになる。
この考え方を前提としたうえで，同規則５号の規定が，

内部統制システムに関する他の諸条項とどのような関連を
有しているのか，また，同規則５号の規定が，親会社取締
役の法的責任としての内部統制システム構築・運用義務と
直接的な関連は有していないとしても，当該規定が親会社
取締役の責任にどのような影響を及ぼすのかに関して，本
稿既述の善管注意義務，監視・監督義務，経営判断原則と
の関係を踏まえて検討していきたい（50）。

（２）会社法施行規則に定められた内部統制システムに関
する諸条項の中での「企業集団における内部統制シ
ステム」規定の位置付けと役割

内部統制システムの構築・運用に関して定められた会社
法施行規則100条１項において，「企業集団における内部統
制システム」に関する同規則５号が他の各条項とどのよう
な関連を有しているのか，ということに関しては，大きく
わけて次のような２つの考え方が述べられている。
まずは，同規則５号の規定は，他の各条項と並列的で独

立した内容をもつものであるという考え方である。この考
え方は，立法担当官の解説に論拠している。具体的には，
同規則５号の意義について，「親会社においては，①子会
社の管理する情報へのアクセスや子会社に提供した情報の
管理に関する事項，②子会社における業務の適正の確保の
ための議決権の行使，③子会社の役員・使用人等を兼任す
る役員・使用人による子会社との協力体制および子会社の
監視体制に関する事項，④兼任者・派遣者等の子会社にお
ける業務執行の適正確保のための体制，⑤子会社に対する
架空取引の指示など子会社に対する不当な圧力を防止する
ための体制，⑥子会社との共通ブランドの活用またはそれ
に伴うリスクに関する事項，⑦親会社の監査役と子会社の
監査役等との連携に関する事項等，について決定すること
が考えられる。」と述べられている（51）。

それに対して，同規則５号に掲げる「子会社等の企業集
団の業務の適正」を確保する体制の整備に関して想定しう
る内容は，すでに会社法施行規則100条１項における１号
ないし４号（取締役等の職務の執行に係る情報の保存およ
び管理に関する体制，損失の危険の管理に関する規定その
他の体制，取締役等の職務の執行が効率的に行われること
を確保するための体制，取締役等や使用人の職務の執行が
法令および定款に適合することを確保するための体制，以
下「１号ないし４号の体制」という）によって定めるべき
内容に含まれていると解する考え方がある（52）。

（50） 会社法施行規則100条１項５号において，「企業集団における内部統制システム構築・運用義務」が明文化されたことによって，そ
れが親会社取締役の子会社管理に関する義務と責任にどのような影響を与えることになるのか，ということに関しては，すでに拙
稿の「グループ経営の法的構造と諸問題（Ⅱ）」において述べたところではある（10〜18頁）。本稿においては，この点に関し，「内
部統制システムの法的性質」に遡って，より深く検討をほどこしていこうというものである。

（51） 相澤哲等「論点解説新・会社法」338頁（2006年，商事法務研究会）。
（52） 舩図浩司「『グループ経営』の義務と責任（五） 〜親会社株主保護の視点から〜」1838頁（2008年，法学協会雑誌125巻８号）。 

この考え方は，親会社取締役等には子会社等に対する経営管理義務が存在し，特に，親会社の担当役員には「子会社等を監督する
義務」が存在するという立場から述べられたものである。具体的には，「会社法施行規則100条１項の取締役の『職務の執行』の中
には，『下位会社を監督する義務』の遂行も含まれると考えることができるであろうから，それらに関する『情報の保存および管
理に関する体制』の整備も，同条項１号で要求されていると解する余地があると考えられる。同様に，『取締役の職務の執行が効
率的に行われることを確保するための体制（同条項３号）』の整備の中には，下位会社の経営管理が効率的に行われるための体制
も含まれると考えられる。さらに，『損失の危険の管理に関する規程その他の体制（同条項２号）』に至っては，下位会社の損害防
止を通じて上位会社の資産の減価を防止するという，まさに『下位会社を監督する義務』の中心的な内容をなすものと捉えること
ができる。」といったように述べられている。
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ところが，この２つのいずれの考え方を採ったとしても，
同規則５号の規定は，「企業集団における内部統制システ
ム」の構築・運用に関する評価基準としての役割を果たす
ことになると考えられる。
なぜならば，企業集団における親会社取締役は，前説の

立法担当官の考え方に基づくと，立法担当官が示した前述
の①ないし⑦の体制を，また後説の同規則５号の内容は他
の１号ないし４号の体制の内容に含まれるとする考え方に
基づくと，当該１号ないし４号の体制を，それぞれ構築・
運用していけば，善管注意義務違反を構成し任務懈怠責任
を負わされることは原則として「ない」ということになる
からである。
また，親会社取締役は，これらの体制を有効に構築・運

用していくことによって，自己に課せられている監視・監
督義務が補完され，内部統制システム構築・運用義務違反
はもちろんのこと，個別の監視・監督義務違反を問われる
ことも，原則として「ない」ということになる。
そして，これらの体制を構築・運用すべきものとして親

会社取締役会等において定めた場合においては，もはや「経
営判断の原則」は適用されず，これらの体制の一部におい
てもそれを構築・運用していないといった場合においては，
親会社取締役は，内部規定違反を構成し，原則として任務
懈怠責任を負うということになるであろう。
このように考えた場合，同規則５号の規定は，親会社取

締役の法的責任としての内部統制システム構築・運用義務
と直接的な関連を有しているわけではないが，当該規定が
明文化されたことによって，親会社取締役が子会社管理に
関する善管注意義務を構成するか否かのひとつの評価基準
となり，それを構築・運用していない場合においては，任
務懈怠責任を負うケースは増大するということになるであ
ろう。

6．企業集団における有効なコンプライアンス 
体制の構築とは

（１）	問題の所在
内部統制システムの法的性質に関する検討は前述の（Ⅰ）

４，５に記載した通りであるが，取締役に課せられたこの
内部統制システム構築・運用義務の範囲は，企業集団にま
で拡大されることとなった。円滑なグループ経営を推進し
ていくうえで，親会社の取締役は，その企業集団における
内部統制システム，すなわち，リスク管理体制を中核とし

たコンプライアンス体制（53）をどのように構築・運用して
いくべきなのであろうか，その中でも特に，有効なコンプ
ライアンス体制を構築していくためには，どのような活動
を行っていく必要があるのか，という点を中心に検討して
いきたい。

（２）	企業集団における有効なコンプライアンス体制を構
築していくうえでの最重要課題

企業集団における有効なコンプライアンス体制を構築し
ていくうえで最も重要なことは何か。この課題を検討する
にあたっては，まずは有効なコンプライアンス体制とはど
のような状態を指すのか，いわゆる，「コンプライアンス
体制のあるべき姿」を明確にしておかなければならない。
企業集団におけるコンプライアンス体制のあるべき姿と
は，本稿においては次のように考える。
すなわち，「グループのトップ，そしてグループ各社の

経営トップからグループ各社の従業員一人ひとりに至るま
で，全てのグループ会社の構成員が，コンプライアンスの
必要性と重要性を強く認識し，それに即した誠実な企業行
動が実践されている状態」であると考える。
あるべき姿をこのように考えた場合，それを現出してい

くための最重要課題，すなわち，企業集団において有効な
コンプライアンス体制を構築・運用していくための最重要
課題は，グループ全体において，いかに「コンプライアン
ス重視の風土をつくりあげていくことができるか」という
ことになるであろう。

（３）	企業集団におけるコンプライアンス重視の風土作り
のための活動

グループ全体においてコンプライアンス重視の風土を
つくりあげていくためには，言うまでもなく，グループ各
社の会社構成員一人ひとりのコンプライアンスに対する理
解，コンプライアンス重視の意識の醸成が必要となる。
そのためには，まず企業集団および各社の経営トップの

意識改革が不可欠である。なぜならば，経営トップの意識
が企業風土，社風となって現出されるからである。
従業員は常に上の意向に敏感に反応する。コンプライア

ンス体制構築に向けた取り組みとして，たとえば行動規範
を制定したり，「独占禁止法遵守マニュアル」等各種の法
令遵守マニュアルを作成し，それを従業員に配布するなど
して，社内にはそれなりの「形」が存在していたとしても，
その一方において，経営トップがやり方の如何を問わず業

（53） コンプライアンスという用語の意義については，（Ⅰ）で記載した通り，「法令遵守はもちろんのこと，社内のルール・規制，さら
には基本マナー等社会のルールを守り，ステークホルダー（会社の利害関係人，具体的には，株主・従業員・会社・債権者・地域
住民等）の期待・要請に応えていくこと」であるという考え方をとっていくこととする。（Ⅰ）（６）参照。



 4 〈金沢星稜大学論集　第 45 巻　第 2号　平成 23 年 12 月〉 

－ 4 －

績を上げた者を評価し，その者を出世させていくというこ
とであれば，従業員としてはやはり，「コンプライアンス
よりも業績アップ」と思うのが自然の感情であろう（54）。
会社の経営トップが本気であり，意識が変わったという

ことを従業員に理解させなければ，有効なコンプライアン
ス体制の構築・運用は不可能である。
次に，会社の経営トップの意識が変わり，有効なコンプ

ライアンス体制の構築・運用に向け，会社もしくはグルー
プ全体として本気で取り組んでいるということを，従業員
一人ひとりに理解させ，それを会社もしくはグループ全体
に浸透させていくためにはどうしたらよいのであろうか。
コンプライアンス重視の指針・方針を打ち出したり，コ

ンプライアンス委員会やリスク管理委員会等の組織を制定
したり，あるいはホットラインのような内部通報のための
制度を設置するというだけでは，コンプライアンスの必要
性・重要性を全社的に浸透させることは不可能である。
コンプライアンスの必要性・重要性を全社的に浸透させ

るためには，経営トップが事あるごとに機会を捉えて，従
業員に対し，コンプライアンス重視の指針や方針，内部通
報制度の存在と活用等を伝えていかなければならない。
その具体的な方法としては，グループ方針，グループの

中長期計画・年度方針の中に，コンプライアンス重視の方
針やそれに伴う具体的対応策を盛り込んだり，あるいは，
全社通達，社内報等によるメッセージを通して，さらには
新年の念頭挨拶，新任役職者への研修時等において，経営
トップ自らが，直接コンプライアンスの必要性・重要性を
強く訴えていく，すなわち，経営トップによる「コンプラ
イアンス重視のメッセージの伝達」が必要となってくるで
あろう。

（４）	グループ全体にコンプライアンスを浸透させるため
の４つの施策とその展開方法

このような経営トップによるメッセージの伝達は，コン
プライアンスをグループ全体に浸透させていくための必要
条件ではあるが，十分条件ではない。コンプライアンスを
グループ全体に浸透させていくためには，経営トップによ
るメッセージの伝達に加え，次の 4つの施策を展開してい
く必要があると考える（55）。

①	 情報発信活動とその展開
各種の機会を通じての経営トップからのメッセージによ

って，グループ各社の従業員としては，「会社は本気にな
って有効なコンプライアンス体制の構築・運用に向けて取

り組むようになるのだな」ということは認識できたとして
も，「なぜコンプライアンスが重要なのか，何のためにコ
ンプライアンス体制を構築する必要があるのか」，「コンプ
ライアンスが重要なことはわかったが，自分達は具体的に
何をすればいいのだ」，あるいは「コンプライアンス，コ
ンプライアンスというが，そもそもコンプライアンスとは
何なのだ」といった疑問をもつはずである。特に，製造現
場の従業員，パート・アルバイト社員等にはこのような意
識が顕著に見受けられるであろう。これらの従業員の疑問
に答えることなくしては，グループ全体にコンプライアン
スを浸透させることは不可能である。
そこで製造現場で働く従業員の隅々に至るまで，正規・

非正規を問わず，あらゆる階層の従業員に対して，経営ト
ップの意向を汲むかたちでのコンプライアンス委員会ある
いは法務部門による情報発信活動が必要となってくる。
この情報発信活動を行っていくうえで最もよい方法は，

従業員一人ひとりに対する「フェイス・トウ・フェイス」
による啓蒙教育の展開である。しかしこの方法は，時間的
にも人数的にも限界がある。特に従業員の多い会社，グル
ープ会社を多数有する企業集団においては，この方法を全
面展開していくことは極めて困難である。そこで社内報，
ホームページ等の媒体を有効活用していくことによって，
経営トップのメッセージを補足するかたちでの情報発信活
動が大切となってくる。この情報発信活動を行っていくう
えで重要なことは，いかにグループ各社の全従業員が理解
できるようにわかりやすく伝えることができるか，そして，
いかに全従業員に「コンプライアンスは重要なのだな」と
いうことを納得させることができるかということであろう。
そのためには情報発信活動を行っていくうえにおいて，

2つのキーワードを発信していきたい。
一つは，「何のためにコンプライアンスが必要か」とい

う問いに対するものであるが，これに対しては，コンプラ
イアンスは会社のためではなく，あくまで「自分自身と家
族を守るため」であるというキーワードを発信していきた
い。
これは具体的には，「いくら会社のためとはいえ，法令

違反や不正行為を行った場合，会社は守ってくれない。就
業規則等社内ルールに則って処罰されることになる。法令
遵守をはじめ，社会のルールを守っていくことが，自分自
身と家族を守ることになる。」といったことを伝えていく
ことになる。すなわち，誠実な企業行動を実践していくこ
とが，従業員自身の利益になる，という点を強調していっ
た方が，従業員は理解しやすく，しかも納得できるであろ

（54） 後藤啓二「会社法・施行規則が定める内部統制~取締役会・取締役・監査役のための実務対応」122頁（2006年，中央経済社）。
（55） ここに記載した施策内容については，株式会社デンソー，アスモ株式会社において実際に行われたものである。
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う。
もう一つは，「具体的に何をすればよいのか」という問

いに対するものとして，コンプライアンスといっても何か
特別な目新しいことをする必要は何もない，すなわち，「当
たり前のことにいかに真剣に取り組むか」に尽きるという
キーワードを発信していきたい。
これは，「コンプライアンスは決してむずかしいもので

はない。それをすることによって何か負担が増えるわけで
もない。法令，会社のルール，そしてマナー・常識等社会
のルールを守っていくという当たり前のことをするだけの
ことであり，実に簡単なものなのである。」ということを
伝えていくことになる。このようなシンプルな内容を伝え
ていく方が，コンプライアンスという横文字からくる先入
観としての難解性を払拭させることができ，従業員に取り
組みやすいという意識を植え付けることに貢献できるので
はないであろうか。
この 2つのキーワードを繰り返し，従業員に対する情報

発信の中に織り込んでいくことによって，グループ各社も
含めた全従業員のコンプライアンスに対する理解を深めて
いくことが可能になると考える。
ところが，製造現場の場合，事務部門とは異なり，従業

員一人ひとりにパソコンが配置されているわけではない。
したがって法務部門が発信するホームページ等を簡単に見
ることができないのが一般的である。また社内報では発行
時期，発行枚数等の関係で掲載する情報量には自ずと制限
がある。そうなるとホームページや社内報といった媒体を
活用した情報発信活動も，全社的に浸透させていくために
はやはり限界がある。
そこで，それらを補う情報発信活動として，コンプライ

アンスを全社的に浸透させるために効果的であると考えら
れるのが，「職場単位での職場のリーダーによる情報発信
活動」の展開である。これは課，係，班といった職場単位で，

「コンプライアンスとは何か」，「なぜコンプライアンスが
必要か」，「具体的に何をしたらよいのか」といったことを，
その職場に在籍するリーダー（例えば係長，班長等）が講
師を勤め，職場の人達に教育を行っていくというものであ
る。これは本来，法務部門が自社の各職場やグループ会社
に対して行う法務教育の一部を，法務部門に代って，グル
ープ会社も含めた職場内の各リーダーに行ってもらうとい
うものである。
もちろん，例えば製造現場の係長や班長に「独占禁止法」

や「契約」といった個別具体的な法令遵守のための教育を
行ってもらうということは困難である。ところが前述のよ
うなコンプライアンスとは何か，なぜコンプライアンスが
必要か，具体的に何をすればよいのか，といったことの説
明であれば，説明用のマニュアル等を法務部門で事前に用

意し，それに基づいて各職場の最少単位のリーダーに事前
説明会を実施する等の対応をとっておけば充分に可能とな
る。そしてこの方法であれば，従業員の多い大企業あるい
は多数のグループ会社を有する企業集団においても，法務
部門が各職場，各グループ会社に赴いて法務教育を行う場
合の時間的・人数的限界を打破することができ，広い範囲
で同時並行的に，しかも柔軟に行うことが可能となってく
る。
この職場単位での情報発信活動を推進していくうえにお

いて，重要なことは 2つある。
一つは，自社の課・係・班を統括する部門長（担当役員，

部長等），グループ各社の経営トップを推進責任者に指名
し，法務部門等が各部門長や各社トップに充分に趣旨説明
を行い，各部門長や各社トップにその必要性・重要性を理
解させたうえで，各部門長や各社トップを通じて展開して
いくということである。
前述の通り，従業員は常に自分より上の意向を気にしな

がら行動している。部門長から職場単位でのコンプライア
ンスに関する情報発信活動を行うように指示されれば，経
営トップからのメッセージと相まって，会社としてのコン
プライアンス重視の本気度が伝わり，従業員が敏感に反応
するようになるであろう。つまり職場単位での活動が活発
化することが期待できるのである。
もう一つ重要なことは，職場単位での情報発信活動を行

なっていくうえで必要となる教材を法務部門が開発し，準
備しておくということである。教材のイメージとしては，
係長や班長が講師となって，職場の部下に説明できるよう
なマニュアルである。その内容としては，前述の 2つのキ
ーワードに加え，コンプライアンスという用語の意味や，
社内に存在する行動指針，制度（内部通報制度等），そし
て施策の紹介等を盛り込んだものが考えられる。
このようにグループ全体にコンプライアンスを浸透させ

るための情報発信活動としては，法務部門による法務教育に
加え，社内報やホームページのような媒体を活用したもの，
および各職場のリーダーが中心となって職場単位で一斉に
行うことができるもの，これらを並列的に行っていくことに
よって，より実効性をあげていくことができると考えられ
る。

②	 従業員一人ひとりが自ら能動的に参画できる施策の
展開

全社的にコンプライアンスを浸透させていくためには，
前述のような情報発信活動が重要であることは論をまたな
い。ところが，この情報発信活動は一方通行的なものであ
り，これだけでは不十分といわざるを得ない。
①に記載した情報発信活動を展開していくことによっ



 6 〈金沢星稜大学論集　第 45 巻　第 2号　平成 23 年 12 月〉 

－ 6 －

て，グループ各社も含めた従業員がコンプライアンスの必
要性・重要性を認識することは可能となる。しかし有効な
コンプライアンス体制の構築に向け，各従業員が積極的に
取り組んでいくためには，それなりに従業員に対する動機
付けが必要となってくる。
各従業員がコンプライアンスに積極的に取り組むための

動機付けとしては，有効なコンプライアンス体制構築に向
け，従業員一人ひとりに「自分達が主役である」という意
識をもたせることが重要となってくる。すなわち，従業員
一人ひとりが，コンプライアンス体制の構築に向け，自ら
能動的に参画できるような施策の展開が必要となってくる。
そのための有効な方法としては，係や班といった最少の

職場単位で，職場の従業員がコンプライアンスについて話
し合えるような機会を確保することが考えられる。例えば，
法務部門においてテーマ・事例をあらかじめ用意しておき

（セクハラ，パワハラ，会社機密の漏洩等に該当するテーマ・
事例），取り上げたそのケースにおいて，コンプライアン
ス上どのような問題があり，それを解決するためにはどの
ように対処したらよいのか，といったことを職場単位でグ
ループを形成し，話し合ってもらうというものである。
これは①の活動の一つである「職場単位での各職場の

リーダーによる情報発信活動」とは異なる。職場単位での
情報発信活動は，あくまで各職場内のリーダーが講師を勤
め，それを当該職場内の部下が聴講するという形で行なわ
れる。
これに対し，ここでの施策は，具体的テーマ・事例をあ

らかじめ用意しておいて，それに関して，当該最少単位の
職場に在籍する全従業員が討論するというものである。た
だしこの施策が有効に展開できるためには，職場単位での
各職場のリーダーによる情報発信活動が推進されているこ
とが前提となるであろう。その意味では当該施策は，職場
単位での情報発信活動の発展形と位置づけることができ
る。
また，職場単位で討論する場としては，当然各会社，各

グループによって異なることになるであろうが，たとえば
定時後，月に 1度ぐらいのペースで最少の職場単位で従業
員が一堂に集まり，ざっくばらんに話し合う「職場懇談会」
のようなフォーマルあるいはインフォーマルな催しはどこ
の会社，どのグループにも存在すると思われる。そういっ
た場を活用して実践していくことが効果的であると考えら
れる。

③	 従業員一人ひとりの意識にコンプライアンス重視を
義務付ける施策の展開

有効なコンプライアンス体制の構築に向け，従業員が
積極的に取り組んでいくためのもう一つの動機付けとして

は，各従業員に対して，「コンプライアンスを軽視すると
自分自身に不利益が生じる。有効なコンプライアンス体制
の構築に向け，好むと好まざるとにかかわらず，真剣に取
り組んでいかなければならない。」という意識を植え付け
ていくことも重要であろう。
この意識を従業員に植え付けていくための施策として

は，主に 2つのものが考えられる。
まず最も簡単にできるものとして，グループ各社も含め

た全従業員から，コンプライアンスを重視し，誠実な企業
行動を実践していく旨を記載した「誓約書」をとることで
ある。
たとえば，「私は，当社行動指針の記載内容をしっかり

と理解し，○○グループの一員としての自覚と誇りをもっ
て，社会から信頼される行動の実践に努めることを誓いま
す。」といった文書をあらかじめ用意しておき，その文書に，
所属部署名（あるいは所属会社名）と氏名を記載させ，そ
れを会社に提出してもらうといったものである。
この方法は，「会社に誓約書を提出した以上，軽率な行

動はできない。」という従業員一人ひとりの良心に訴えて，
自浄作用を促すというものである。しかしこの施策は従業
員の良心に訴えるだけのものであり，簡単に行うことが可
能ではある反面，効果も弱いといわざるを得ない。
そこで，もう一つ考えられる施策としては，内部通報制

度の導入，活用である。
通常の縦のラインとは別に，グループ各社も含めた従業

員が社内あるいはグループ内の法令違反，不正行為を経営
トップに伝達することができるこの制度が社内あるいはグ
ループ内で積極的に活用されるようになれば，不正行為等
の事前抑止や牽制，また自浄作用の促進，さらには社外へ
の内部告発の受け皿，職場不満への解消といったことにも
役立つことになるであろう。
この内部通報制度がグループ内で各従業員によって積

極的に活用されるようになれば，グループ各社の従業員相
互に抑止・牽制がはたらき，コンプライアンスを重視せざ
るを得ないという意識が醸成されていくことになるであろ
う。またグループ内においても，親会社もしくは親会社取
締役による子会社に対する不当な影響力の行使にも一定の
歯止めがかかることが期待される。
しかし内部通報制度の設置にはマイナス面も存在する。

それはいわゆる心無い従業員によって，この制度が濫用さ
れるおそれがあるということである。すなわち，内部通報
制度が従業員の個人的怨恨等に利用される可能性がでてく
ることも考えられる。ただし，このことは内部通報制度を
導入するにあたり，あらかじめ予想されることではある。
内部通報制度によって，例えば10件の社内情報が寄せられ
たとすれば，その内，有効で役に立つ情報は，せいぜい 2，
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3 件ぐらいであろうといったように，ある意味での割り切
りも必要となってくるであろう。

④	 両面を充たす施策の展開
情報発信活動に加え，有効なコンプライアンス体制を構

築するための従業員への動機付けのための施策として，一
つは自分達一人ひとりが主役であるという意識を醸成させ
るもの，そしてもう一つは，コンプライアンスに真剣に取
り組まざるを得ないという意識を醸成させるもの，この相
反するそれぞれの施策について検討してきたが，この両面
の意識を醸成させる施策も考えられる。具体的には 2つの
施策が考えられる。
一つは，コンプライアンスを意識した人事評価制度の策

定，展開である。
これは，有効なコンプライアンス体制を構築・運用して

いくうえで参考となる意見を会社に対して具申，提言した
従業員に対し，人事上のインセンティブを与えるといった
制度を導入し，展開していくというものである。コンプラ
イアンスに関する意見具申，提言が自分自身の人事評価に
直結してくるわけであるから，従業員の意識を高揚させる
という点では極めて重要な施策となりうるであろう。その
反面，意見具申や提言をしたことにより，人事上のインセ
ンティブを与えられた従業員にすれば，「インセンティブ
を与えられた自分がコンプライアンスに反するような行動
を行うことはできない」という抑止効果も期待できる。
また，メディアに対する広報活動も検討されるべきであ

る。
これは自分達が創ったコンプライアンス体制を株主等会

社のステークホルダーだけではなく，一般人に対しても会
社のホームページ等を媒体として開示していこうというも
のである。これが実現すれば従業員の士気は高められてい
くであろう。反面，色々な人の目にさらされることによっ
て，「自分達がそれに反することはできない」という自己
牽制作用が生じることも期待できる（56）。
グループトップによるメッセージの伝達に加え，これら

4つの施策を積極的に展開していくことによって，コンプ
ライアンス重視の企業風土が醸成され，そうなった時には
じめて，有効なコンプライアンス体制が構築・運用されて
いくことになるであろう。

７．企業集団における有効なコンプライアンス
体制を構築するうえでの監査役の役割と 
監査内容

（１）	取締役の違法行為等コンプライアンス違反を防止す

るうえでの検討すべき項目
このように，グループのトップおよび各グループ会社の

経営トップによるメッセージの伝達と，コンプライアンス
を浸透させるための各種施策を積極的に展開していくこと
によって，従業員一人ひとりのコンプライアンス重視の意
識が醸成されることは充分に期待できる。
ところが，グループトップや各社の経営トップの暴走，

違法行為を防止するためのしくみがなければ，本当の意味
でのコンプライアンス重視の企業風土を醸成していくこと
は困難である。
グループトップ，すなわち親会社の取締役による違法行

為，特に子会社に対する不当な影響力の行使を防止するた
めには，どのようなしくみが必要となるのであろうか。
これについては主に 3つが考えられる。具体的には，①

経営の執行機能と監督機能を分離し，監督機能を強化すべ
く社外取締役を導入する，②親会社監査役による子会社調
査権を有効活用する，③会社外部からの監視，特に親会社
株主による株主権を有効活用する，といったものである。
このうち，会社法施行規則においては，コンプライアン

ス体制を含め，取締役が構築・運用しなければならない内
部統制システムを有効なものとすべく，監査役の独立性を
担保するための規定を設けており，監査役に対する期待の
大きさが窺われる。
ついては本稿では，適正なグループ経営のために，企業

集団における有効なコンプライアンス体制を構築・運用す
るにあたり，特に，親会社取締役による子会社に対する不
当な影響力の行使を防止するためには，親会社監査役はど
のような活動を行っていけばよいのか，という点を中心に
検討していきたい。

（２）	企業集団における有効なコンプライアンス体制を構
築するための親会社監査役の監査

この検討を行うにあたってまず明確にしておかなければ
ならないことは，親会社監査役の子会社調査権は，あくま
で親会社取締役の業務執行を監査するために認められてい
るものであるということである。ついては子会社の取締役
を監査するために，親会社監査役が子会社に常駐するとい
った対応は子会社調査権の目的に反することになり，認め
られないであろう。
またそのような権限を親会社監査役に付与することは，

子会社の監査役の存在，役割を考えた場合，やはり行き過
ぎであろう。
企業集団における有効なコンプライアンス体制を構築・

運用するための親会社監査役による具体的活動内容として

（56） 安部隆「会社法のもと企業内に確立すべき法令遵守システム」ザ・ローヤーズ第 3巻第 9号25頁（2007年，アイエルエス）。
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は，本稿では，「監査役監査基準41条」に定められている
4つに集約されるのではないかと考える。
同基準41条においては，まず 1 項において，親会社監

査役は連結経営の視点により監査を遂行するよう定めたう
えで， 2項において，内部統制システムが企業集団のレベ
ルで整備されているかどうかを監視しながら監査すべきこ
と，また企業集団のレベルで監査環境が整備されることを
努力すべきこと，そして 3項において，子会社の監査役や
グループ会社の内部監査部門および会計監査人との情報交
換を図るよう努めるべきこと，最後に 4項において，子会
社に対する報告請求および調査を実施することを，それぞ
れ定めている（57）。
これらの規定から親会社監査役は，企業集団における有

効なコンプライアンス体制を構築していくうえで，どのよ
うな対応をとる必要があるのであろうか，各規定の内容を
一つひとつみていきながら検討していきたい。

①	 企業集団レベルにおいて内部統制システムが整備さ
れているか否かの監査の視点（ 2項）

この視点から監査しなければならない対象としては 2つ
あると考えられる。
一つは金融商品取引法上の取締役が作成する内部統制報

告書に対する監査である。
より具体的には，内部統制報告書の前提として，取締役

が作成する「チェックリスト」に漏れがないかどうかを監
査することになる。これは取締役が，自らが構築した内部
統制がどうなっているのかを評価するためのチェックリス
トを監査するわけであるから，取締役による内部統制の評
価の中味を監査するということになる。
もう一つは，会社法上の内部統制の監査である。すなわ

ち，「監査役監査基準12条」に規定された各項目を監査す
るということになるであろう。これは会社法施行規則に基
づいて，取締役が構築した内部統制システム自体を直接監
査するというものである。
このように取締役が構築した内部統制の評価の中味と内

部統制システム自体，この 2つの内容を監査することが，
同基準 2項における「内部統制システムが企業集団のレベ
ルで整備されているかを監視しながら監査する」ことの具
体的内容であると考える。

②	 子会社監査役等との情報交換（ 3項）
子会社の監査役やグループ会社の内部監査部門および会

計監査人との情報交換，意思疎通の具体的方法としては，

たとえばグループ監査役会，内部監査部門や会計監査人と
の情報交換会等を，定期的かつ継続的に実施していくこと
が考えられる。

③	 子会社に対する報告請求および調査の実施（ 4項）
子会社に対する報告請求および調査を行うにあたって

は，それが親会社の監査役による一方的なものでは実効性
を上げることは困難であろう（58）。

3項における意思疎通を，子会社の取締役および重要な
使用人にまで拡大して綿密に図るとともに，子会社・グル
ープ会社の取締役・監査役などの兼任者が親会社にいる場
合には，必要に応じて，その者から子会社・グループ会社
の状況などをヒアリングすることが必要となってくるであ
ろう。
このようにみてみると，親会社監査役による監査の充実・

独立性が，企業集団における内部統制システムの一環とし
てのグループ経営における有効なコンプライアンス体制の
構築・運用に向け，いかに重要であるかが改めてクローズ
アップされてくる。

（３）	新会社法の制定に伴って発生した新たな課題
前述の通り，グループ全体におけるコンプライアンス重

視の企業風土を醸成していくためには，親会社監査役はも
ちろんのこと，グループ各社の監査役の監査の充実が不可
欠である。ところがここにきて，新たな問題が生じること
となった。
それは2005年に制定された新会社法において，機関設計

の多様化・柔軟化が認められ，会社の規模等に応じて，特
に小規模な会社においては，「監査役を設置しなくてもよ
い」という選択肢をとることが可能となったということで
ある。
具体的には，大会社以外で全ての株式に譲渡制限を設け

ている会社，いわゆる非公開会社の場合には，監査役の設
置は任意とされることとなった。
機関設計の多様化・柔軟化は，企業の競争力強化に向

け，ビジネスニーズに応えるための多様な選択肢や柔軟性
を許容する定款自治の拡大の一環として認められたもので
ある。そしてこの機関設計の多様化・柔軟化は，中小企業
だけではなく，譲渡制限会社を擁する大企業のグループ経
営においても，経営の機動化，指揮命令系統の強化・統一
の観点から，その活用価値は極めて高いと考えられる。
ところが新会社法はその一方において，健全性の確保の

ために，ガバナンス強化のしくみとして内部統制システム

（57） 鈴木進一「監査役の役割と監査行動」271~273頁（2007年，商事法務）。
（58） 佐藤孝幸「詳解監査役の実務」84頁（2009年，中央経済社）。
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の構築・運用を義務付け，しかもその範囲を企業集団にま
で拡大させている。
したがって，グループ経営の競争力強化のためには，経

営の機動化等を実現できる機関設計の多様化・柔軟化と，
健全性の確保に貢献できる企業集団における内部統制シス
テム，特にその中でもコンプライアンス体制の構築・運用，
この 2つを一体として検討していかなければならない。
ところがここで 1つの問題が生じることとなる。それは，

機関設計の多様化・柔軟化の一環として，非公開の子会社
に監査役を設置しないという選択を行なった場合，その子
会社だけではなく，グループ全体において，有効なコンプ
ライアンス体制の構築・運用に重大な支障が生じるのでは
ないか，ということである。
この問題に関連して，特に検討しなければならないこと

は，ある企業集団内において監査役非設置の子会社が存在
する場合，親会社監査役の子会社調査権にどのような影響
を及ぼすことになるのであろうか，ということである。
より具体的には，①子会社が監査役非設置会社の場合，

親会社監査役の子会社に対する調査権限は拡大するのであ
ろうか，②子会社が監査役設置会社か否かによって，企業
集団における内部統制システム，特にグループにおけるコ
ンプライアンス体制が有効に構築・運用されているのかと
いうことに関する親会社監査役の監査内容に影響が及ぶの
であろうか，及ぶとすればそれはどのようなものであろう
か，といったことが問題となる。
そこで次にこれらの内容に関して検討していきたい。

①	 子会社が監査役非設置会社の場合に親会社監査役の
子会社調査権に及ぼす影響

親会社監査役の子会社調査権を定めた会社法381条 3 項
によると，当該調査権限の対象を，特定の業務に限る，あ
るいは会計に限るといった限定は付されていない。すなわ
ち，親会社監査役の子会社に対する調査権限は，子会社の
業務および財産の全体に及んでいくことになる。
子会社が監査役設置会社であっても，親会社の監査対象・

範囲は，子会社の業務および財産全体に及ぶものであり，
それ以上広がりようがないため，子会社が監査役非設置会
社の場合であっても，親会社監査役の子会社に対する監査
対象・範囲に違いはないものと思われる。
もっとも，子会社に監査役が存在しないことによって，

親会社監査役による調査の結果，はじめて子会社における
違法行為が発見されるといった可能性は高まることも考え
られる。しかしながら，このことと親会社監査役による監
査対象・範囲とは別の問題であろう。
また親会社監査役の子会社調査権は，そもそも親会社取

締役の業務執行を監査するために必要な範囲で認められた

ものである。したがって親会社自体の業務および財産に対
する監査と，子会社の業務および財産に対する監査とを比
較した場合，様々な相違点が挙げられる。
具体的には，親会社監査役は，親会社の取締役会には出

席できるが（出席義務もある），子会社の取締役会への出
席権があるわけではない，また，親会社監査役は，親会社
取締役による違法行為については差止請求権を有するが，
子会社の取締役の行為については当該権限は定められてい
ない，親会社監査役による子会社の業務および財産に対す
る調査に関しては，子会社に正当な理由があれば拒絶され
る，等々である。
このように親会社監査役による子会社の業務および財産

に対する監査は，親会社自体の業務および財産に対する監
査とは同等にはなりえないが，そのことは子会社が監査役
設置会社か否かにかかわらず，同様であると考えられる。
子会社に監査役が存在しない場合，親会社監査役の当該

子会社に対する調査権限が拡大するわけではないと考える
と，当該子会社の取締役に対する抑止牽制，ひいてはグル
ープ全体として有効なコンプライアンス体制を構築・運用
していくためには，どのような対応をとってゆけばよいの
であろうか。
監査役非設置会社の場合，当該会社がある企業集団の子

会社である場合，当該子会社の取締役に対しては，当該子
会社の株主が，直接監視することが顕在化することになる。
それは新会社法における次の各規定から明らかである。す
なわち，
イ. 子会社の取締役が子会社に著しい損害を及ぼすおそれ
のある事実を発見した場合，監査役非設置会社の場合，
当該事実を報告する相手方は株主となる（会社法357条
1項）。

ロ. 監査役設置会社における株主による取締役の違法行為
差止請求は，「回復することができない損害」が生じる
おそれがある場合に限定されるが，監査役非設置会社に
おいては，設置会社における監査役の差止請求と同様，
「著しい損害」が生ずるおそれがあれば行使できる（同
法360条 3項，385条 1項，360条 1項）。

ハ. 監査役設置会社における監査役の取締役会招集請求権
（同法383条 2項， 3項）は，監査役非設置会社において
は，取締役が法令定款違反行為等をするおそれがあると
認められる場合には，株主が行使できる（同法367条）

ニ. 監査役設置会社における株主による取締役会議事録等
の閲覧・謄写請求は，裁判所の許可を得る必要があるが，
監査役非設置会社の株主は，裁判所の許可を得ることな
く，営業時間内であればいつでも閲覧・謄写請求が可能
である（同法371条 2項）。
このような規定が存在する以上，子会社が監査役非設置
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会社の場合には，親会社取締役が，当該子会社の株主とし
て，上記イ~ニのような権限を行使していくということに
なる。すなわち，子会社を監査役非設置会社とした場合，
当該子会社の株主として，親会社取締役による監督機能が
拡大されるということになる。
ただし，子会社を監査役非設置会社とした場合，親会社

取締役には上記のような株主としての権限が与えられるこ
とにはなるが，子会社に対する法律上の監視・監督義務を
負うというわけではないであろう。なぜなら親会社取締役
には，そもそも子会社に対する経営指揮権とそれに基づく
具体的指図権が認められているわけではなく，子会社の業
務・財産状況に関する調査権限が与えられているわけでは
ないからである。
したがって親会社取締役は，子会社自身の取締役が当該

子会社の他の取締役に対して負っているのと同様の，業務
執行に関する監視・監督義務を負うわけではないと考える。
もっとも，子会社管理に関する親会社自体に対する善管

注意義務が拡大する可能性はでてくるであろう。

②	 子会社が監査役設置会社か否かが親会社監査役の子
会社に対する監査内容に及ぼす影響

子会社に監査役を設置するか否かということは，当該子
会社を含む企業集団における内部統制システム，その中で
も特に，業務の適正を確保するための体制，すなわちコン
プライアンス体制の 1つと評価しうる。そして親会社取締
役は，企業集団における有効なコンプライアンス体制を構
築・運用する義務を負っている。
したがって，親会社として，子会社のコンプライアンス

体制を定めるにあたり，監査役を設置しないという選択肢
を採用したのであれば，監査役非設置という状況を補完す
るための体制を整えるべきであろう。このことからすると，
親会社の監査役としては，親会社取締役が，子会社に監査
役を設置しなくとも業務の適正を確保し得る体制を構築・
運用しているのか否かを監査すべきであると考える。
すなわち，親会社監査役は，子会社に監査役を設置しな

かった補完措置として，親会社取締役がどのような体制を
整えているのかということに関して，監査する権限と義務
が生じると考えるべきであろう。

８．企業集団におけるコンプライアンス体制構築
に向けての留意点

有効なコンプライアンス体制の構築・運用に向けた前述
の各種の施策をグループ全体に展開していく場合，まず親
会社で展開したうえで，それらの施策をグループ各社に横
展開していくという方法，グループ全体で同時並行的に一
斉に展開する方法等，そのやり方は様々であろう。ところ

がいずれの方法によって展開していく場合であっても留意
すべきことがある。最後にそのことに触れておきたい。
グループ全体におけるコンプライアンス体制を構築・運

用していくうえにおいて，最も留意すべき点は，親会社に
よる効率的な運用と各グループ会社の自主性の尊重，その
調和をいかに図るか，ということであろう。
内部通報制度や法務教育等各種施策を親会社で創り上げ

て，親会社内で展開した後に，それら既存の制度や活動を
グループ各社に横展開していくという方法は，グループ各
社がコンプライアンス体制を構築・運用していくうえで効
率性に資することにはなる。親会社がグループ会社向けの
指針・ガイドライン等を作成し，これをグループ各社に提
供していく場合も同様である。
ところが，当然のことながらグループ各社は親会社とは

別法人である。グループ各社にはそれぞれ固有の課題も存
在するであろうし，業態・業種・扱い製品・会社規模等に
より，経営方針や進むべき方向性も一定の範囲で異なるこ
ともあるであろう。このような状況を考慮せずに，一律的，
画一的にコンプライアンス方針をグループ各社に押し付け
ることは，却ってグループ各社の経営の効率性を阻害する
ことにもなりかねない。例えば，年間売り上げ 1兆円，従
業員 3万人超の規模の親会社が採っている方針や施策を，
年間売り上げ50億円，従業員300人のグループ会社にその
まま押し付けることは，当該グループ会社にとっては極め
て大きな負担となり，業務の遂行が滞ることが予想される。
また，親会社が策定した指針・ガイドライン等をグルー

プ会社に一方的に提供したりすることが，当該グループ会
社のモチベーション・モラルに悪影響を及ぼすことも考え
られる。
グループ全体としての有効なコンプライアンス体制を構

築・運用していくためには，各グループ会社の置かれた状
況，規模，ニーズ等を検討したうえで，グループ各社と充
分に協議を行い，グループ各社の自主性を最大限に尊重し
ていくという配慮が極めて重要となってくるであろう。

完


